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序　　　　　文

　モロッコ王国は、農業・水産業・観光などに偏在した不安定な経済構造を改善するため、鉱業

分野の強化による経済成長に取り組んでいます。その取り組みを支援するため、我が国はモロッ

コ王国の要請の下、過去 30 年間にわたり、商業工業エネルギー鉱山省所管の鉱山探査投資公社

（BRPM）に対して、個別専門家派遣や開発調査など様々な技術協力を実施してきました。

　このたび、モロッコ王国は、鉱物資源探査分野での総合的なより高い技術レベルの習得による

BRPMの組織的な探査活動を促進するため、探査部門、選鉱部門、工業原料鉱物部門を対象とし

たプロジェクト方式技術協力の実施を要請してきました。

　我が国は、過去の協力実績の総括的な位置づけとして本プロジェクトをとらえ、４年間にわた

り、日本の経験による鉱物資源探査分野に関する技術移転を行うとともに、組織的かつ実践的な

探査活動が行われることを目的とした BRPMの体制強化に関する協力を実施してきました。

　今次終了時評価調査では、2002年３月の協力期間終了を控え、当初計画に照らしてプロジェク

トの活動実績、運営管理状況、カウンターパートへの技術移転状況など「評価５項目」に沿って

調査することにより、当初目標の達成度を把握するとともに、残る協力期間５か月間の活動方針

について、モロッコ側評価チーム、実施機関などと協議し、合同評価報告書において確認しまし

た。

　本報告書は、同調査団の調査結果を取りまとめたものです。

　ここに本調査団の派遣にあたり、ご協力を頂いた日本・モロッコ両国の関係各位に対し、深甚

の謝意を表するとともに、併せて今後のご支援をお願いする次第です。

　平成 13 年 11 月

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　国際協力事業団
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　理事　　望月　久
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１．協力の背景と概要

　モロッコ王国（以下、「モロッコ」と記す）は、農業・水産業・観光などの一部

産業に大きく依存した経済構造を有し、経済状況が同産業の盛衰に大きく影響を受

けるという不安定な経済体質となっている。このため、同国は経済構造を改善する

ため、鉱業分野の強化による安定的な経済成長をめざしている。

　我が国はこれまで同国の要請に対し、エネルギー鉱山省（現商業工業エネルギー

鉱山省）所管の鉱山探査投資公社（BRPM）に対して、個別専門家派遣や資源開発

協力基礎調査、ミニ・プロジェクトなど 30 年間にわたって協力を行ってきた。ミ

ニ・プロジェクト終了後、モロッコは同国の探査がこれまでの地表で目に見えるも

のを対象とした探査から、今後は目に見えない「潜頭鉱床」の探査にシフトするも

のとして、より広い分野でより高い技術レベルを求め、我が国に対して新たに

BRPMの探査、選鉱及び工業原料の各部門における組織的な技術向上をめざすプロ

ジェクトの実施を要請してきた。

　同要請を受け、1998 年１月に実施協議調査団を派遣し、プロジェクトの活動内

容・役割分担などについて話し合いを行い、1998年１月26日に討議議事録（R/D）

を署名・交換した。

２．協力内容

（スーパーゴール：Super Goal）

　モロッコの鉱業が発展する。

（上位目標：Overall Goal）

　モロッコ国内で新たな鉱物資源が開発される。

（プロジェクト目標：Project Purpose）

　BRPM が組織的、実践的な探査を継続的に実施できるようになる。

評価調査結果要約表

国名：モロッコ王国 案件名：鉱物資源探査技術向上プロジェクト

分野：鉱業分野 援助形態：プロジェクト方式技術協力

所轄部署：鉱工業開発協力部

　　　　　鉱工業開発協力第二課

協力期間　（R/D） モロッコ側関係機関：

　　　　　1998.4.1 ～ 2002.3.31 　モロッコ鉱山探査投資公社（BRPM）

日本側関係機関：

　経済産業省資源エネルギー庁鉱物資源課

　金属鉱業事業団（MMAJ）

　財団法人国際鉱物資源開発協力協会

案件概要



（成果：Output）

① BRPM の探査局の組織運営が強化され、効率的に機能する。

②分析装置が効率的に稼働し、かつ適切に維持管理される。

③実践的な探査計画を習得する。

④実践的な探査手法を習得する。

⑤総合的探査技術を習得する。

⑥探査技術に関するマニュアルが整備される。

⑦探査技術に係る内部移転体制が構築される。

（投入）

日本側：

　専門家派遣（長期７名、短期 20 名）

　機材供与　6,009 万円

　研修員受入れ　７名

　現地業務費　1,514 万円

モロッコ側：

　カウンターパート（C/P）配置　32 名

　ローカルコスト負担（合計）　１億 7,060 万円

１．評価の目的

　プロジェクト終了を５か月後に控えた時点におけるプロジェクトの成果を評価す

るとともに、残り期間における技術移転内容について確認することを目的とする。

プロジェクト成果の評価においては、プロジェクト・サイクル・マネージメント

（PCM）手法に基づく５項目評価基準に沿った調査を実施し、当初目標の達成度の

評価及び今後の発展性・課題についてモロッコ側と協議を行い、結果を合同評価報

告書に取りまとめる。本終了時評価における評価項目は以下のとおりである。

①プロジェクト終了前５か月時点における評価項目に沿ったプロジェクト成果の

評価

②プロジェクトの残り５か月における活動方針の確認

③合同評価委員会におけるプロジェクト成果及び今後の協力方針についての確認

調査団

（担当分野：氏名、所属）

　団長・総括 ：加藤　正明 （国際協力事業団 鉱工業開発協力部鉱工業開発協力第二課 課長）

　鉱床探査 ：逆瀬川　敏夫（金属鉱業事業団 調査事業部長）

　技術移転計画：小澤　晃子 （財団法人 国際鉱物資源開発協力協会国際協力部 主任）

　評価監理 ：岩瀬　誠 （国際協力事業団 鉱工業開発協力部鉱工業開発協力第二課 職員）

　評価分析 ：千品　富英 （株式会社 設計計画 代表取締役）

　通　訳 ：森田　俊之 （財団法人 日本国際協力センター 研修監理部研修監理員）

調査期間 2001 年 10 月 21 日～ 2001 年 11 月３日　　　評価種類：終了時評価

案件概要
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２．評価結果の要約

（1）効率性

　専門家派遣、機材供与、C/P 研修、モロッコ側C/P 配置、ローカルコスト負担

などの投入のタイミング・質・量ともにおおむね良好であった。

　専門家については、座学から野外での実践活動への移行に合わせて、技術移転

内容に応じた長期・短期の専門家がタイミングよく派遣された。

　また、中間評価の指摘に沿って行われたセミナーの開催や探査マニュアルの取

りまとめに際して、短期専門家等の派遣がタイミングよく実施された。

（2）目標達成度

　C/P機関は、プロジェクト開始時よりBRPMの中堅スタッフから成るスタッフ

セクションを設置し、総合的探査技術の習得に不可欠な体制を構築するととも

に、開始後も同セクションの人員を増員し、技術移転成果の普及が図られた。こ

の結果、野外探査計画の策定から探査の実施、解析結果の統合化に至る実践的な

総合探査の実施が可能な体制が構築され、技術レベルも総合探査に十分な水準に

達している。また、各種分析機器の操作、及び日常の保守管理が可能な技術レベ

ルも有している。

　総合的探査技術にかかわる技術移転の成果については、C/Pが主体となり総合

解析報告書や探査・解析技術マニュアルとして取りまとめが行われている。

　上記のことから、プロジェクトの目標である「BRPMが組織的、実践的な探査

を継続的に実施できるようになる」ことは達成されたと判断される。

（3）効　果

　セミナーの開催などによる民間探査機関や大学との情報交流・技術交流によ

り、BRPMの活動と蓄積された技術情報の共有が促進されている。また、新たな

探査技術の習得により新規鉱床発見の潜在能力が向上している。

（4）計画の妥当性

　モロッコは国家開発計画により、鉱物資源の探査・研究開発に重点を置いてお

り、これはプロジェクト開始以来一貫している。近年、国家の主要産業である農

業・観光産業の発展が厳しい状況であり、モロッコ政府の鉱業部門発展への期待

は増加している。

　我が国はモロッコの鉱物資源探査分野に対し、1975年以来、様々な形で協力を

継続してきており、本プロジェクトは過去の協力成果の集大成として総合探査技

術の定着を図るものである。

評価結果



（5）自立発展性

　予算面については、国庫からの交付金が６割を占める一方、残りを鉱区の配

当・ロイヤルティーなどから自己収入を得ている。今後も継続的な政府からの支

援が確保される見込みであり、公的な鉱物資源探査機関としての業務が継続され

る予定である。

　組織面では、本プロジェクトで設立されたスタッフセクションがBRPM長官直

属の組織として探査技術の蓄積・内部技術移転の促進の中心的役割を担い、その

機能を拡充する予定である。

　技術面については、過去の鉱業分野への様々な協力により、潜在的に高い技術

レベルを有しているC/Pが本プロジェクトの実施により組織的に技術を活用でき

る体制を構築したことから、同体制を活用し、今後も継続的に組織的な探査活動

を展開していくことができると思われる。

３．効果発現に貢献した要因

（1）日本側に起因する要因

　長期及び短期専門家の高い専門性と経験に裏づけられた知識を基にした技術指

導が、潜在的に高い技術レベルを有しているC/Pのニーズに合致していたことが

要因の１つとしてあげられる。また、年間100日以上にわたる現地踏査を通じた

長期専門家による現場重視のオンザジョブ・トレーニング（OJT）により、実践

的な総合探査に必要な技術・知見が移転されたこともあげられる。

（2）モロッコ側に起因する要因

　内部技術移転に必要とされたスタッフセクションがプロジェクト期間中にわた

り継続的に確保された。パートタイムC/Pについても、通常業務と技術習得機会

の確保、セミナー、野外研修などへの参加、報告書作成業務等を両立することが

でき、限られた人員体制のなかにおいても効率的な活動を行うことができたこと

があげられる。さらに、鉱物資源探査において必要となる周辺情報の収集・分析

などにおいて、他関連部局の協力を得ることができたこともあげられる。

４．問題点及び問題を引き起こした要因

（1）日本側に起因する要因

　プロジェクト開始時点において、長期専門家派遣の遅れがあった。理由として

技術移転に際して必要となるモデルサイトの特定の遅れがあげられる。その後の

技術移転活動については、日本側・モロッコ側双方の作業効率の向上などにより

修正が行われた。

評価結果



（2）モロッコ側に起因する要因

　スタッフセクションを構築するパートタイムC/Pが７名から32名に大幅増員

が行われ、技術移転成果の広がりが期待される。一方で大幅な増員により、各

C/Pの時間的な制約から野外探査などでは全員に十分な指導・討議を行うことが

困難な状況も生じた。

５．教　訓

　内部技術移転の中心となるスタッフセクションを通じ、移転された探査技術を

BRPMの内外へ普及するため、今後も引き続き同セクションの存続による技術の有

効活用が必要である。探査マニュアル・総合解析報告書などの本プロジェクトの成

果については、今後も引き続いて実施される探査活動による鉱床情報やデータに基

づき、内容が更に改善、充実されることが望まれる。

６．提　言

　総合探査技術という目に見えない技術移転の成果を探査マニュアルと総合解析報

告書として有形化したことは、成果を持続し、普及させるのに大きな役割を果たし

ている。このことは目に見えにくい技術移転成果が形として残されたケースである

といえる。

評価結果



－ 1－

第１章　終了時評価調査団の派遣

１－１　調査団派遣の経緯と目的

　モロッコ王国（以下、「モロッコ」と記す）は農業・水産業に大きく依存した不安定な経済体

質を改善すべく、鉱業分野を強化した経済成長をめざしている。我が国は現在までにモロッコの

要請に対し、商業工業エネルギー鉱山省（Ministry of Industry, Trade, Energy and Mines）所管

の鉱山探査投資公社（BRPM）に対して、個別専門家、青年海外協力隊（地質、測量、システム

エンジニアなど）、ミニ・プロジェクト、開発調査など様々な技術協力を実施している。

　モロッコはより広い分野で高い技術レベルを求めるものとして、新たにBRPMの探査手法・計

画部、事業部並びに研究・選鉱部を対象としたプロジェクト方式技術協力を要請してきた。

　この要請に対し、我が国は 1995 年６月に派遣した中近東産業技術育成基礎調査において、モ

ロッコの要請内容の確認や協力の可能性などについて基本的な調査を実施している。この基礎調

査において提言された協力内容を踏まえ、プロジェクト実施予定機関であるBRPMと技術移転内

容、プロジェクトの基本計画について協議を行うことを目的として事前調査団（現短期調査）を

派遣した。この事前調査の調査結果を受け、1998年１月に実施協議調査団を派遣し、プロジェクト

の詳細計画、双方の役割分担などについて話し合いを行い、1998年１月26日に討議議事録（R/D）

を日本・モロッコ間で確認・署名し、プロジェクトの実施に至った。

　本終了評価調査では、2002 年３月 31日の協力期間終了を控え、当初計画に照らしてプロジェ

クトの活動実績、運営管理状況、カウンターパート（C/P）への技術移転状況などをプロジェク

ト・サイクル・マネージメント（PCM）手法に基づく５項目評価（効率性、目標達成度、効果、

妥当性、自立発展性）の観点から調査を行い､当初目標の達成度をモロッコ側評価団とともに評

価を行うことを目的としている。また、当初目標の達成状況の評価結果に基づき、プロジェクト

の残り期間５か月間における協力方針について、モロッコ側関係機関と協議を行う。協議結果に

ついては、合同評価報告書及び協議議事録（M/M）で確認する。

　また評価結果から、プロジェクトへの提言及び他の類似プロジェクトへの教訓を導き出し、今

後の国際協力のあり方の改善に資することを目的とする。
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１－２　調査団の構成

１－３　終了時評価方法

１－３－１　評価基準

　本終了時評価は、PCM手法に基づく５項目評価（効率性・目標達成度・効果・妥当性・自立

発展性）の観点から実施された。

　PCM手法による５項目評価とは、プロジェクトの運営管理に必要な各種情報を盛り込んだ概

要表であるプロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）を踏まえ、効率性・目標達成度・

効果・妥当性・自立発展性の５つの観点から成果の評価を行う。また、プロジェクトの今後の

展開に関する提言と、他の（類似した）案件への教訓を引き出すことを目的とする。なお、PCM

手法に基づく５項目評価は、1991 年、経済協力開発機構（OECD）・開発援助委員会（DAC：

Development Assistance Committee）において採択された「開発援助における評価原則」

（Principles for Evaluation of Development Assistance）において定義されている（JICA 企画・

評価部 2000）。

　本プロジェクトでは、開始段階において PCM手法に基づいた案件内容の検討・PDMの作成

が行われ、同計画に基づき進捗状況の確認（モニタリング）及び中間評価・終了時評価が実施

された。なお、PDMについては、中間評価時に、活動状況の進捗・残り期間の活動計画を踏ま

え、PDM の一部補足・修正が行われている。

１－３－２　調査方法

　本終了時評価では、各種報告書・文書、プロジェクトサイト視察、日本側・モロッコ側双方

の関係者へのヒアリング、アンケートに基づき調査を実施した。なお、評価内容については日

本側・モロッコ側双方の評価団の検討の結果、合同評価報告書として取りまとめられた。

（1）プロジェクト関係書類の収集・確認

・本プロジェクトに係る R/D、M/M（M/D）、暫定実施計画（TSI）などの日本側・モロッ

分　野 氏　名 所　　　属

１ 団長・総括 加藤　正明 国際協力事業団 鉱工業開発協力部 鉱工業開発協力第二課 課長

２ 鉱床探査 逆瀬川敏夫 金属鉱業事業団 調査事業部長

３ 技術移転計画 小澤　晃子 財団法人 国際鉱物資源開発協力協会 国際協力部 主任

４ 評価管理 岩瀬　　誠 国際協力事業団 鉱工業開発協力部鉱工業開発協力第二課 職員

５ 評価分析 千品　富英 株式会社 設計計画 代表取締役

６ 通　訳 森田　俊之 財団法人 日本国際協力センター研修監理部研修監理員
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コ側双方の合意文書

・各種調査団報告書（事前調査、実施協議、計画打合せ、運営指導、中間評価、その他）

・月例報告

・短期専門家総合報告書

・プロジェクトにて作成した報告書及び書類（四半期報告書、活動実績一覧表、機材リス

ト、機材の利用・管理状況表、投入実績一覧表、最終評価表、現地業務費報告書、年間

実行計画、C/P 組織図など）

・対処方針表（各省会議資料）

・相手国側が作成した資料（プロジェクト評価資料、予算案、組織図など）

・BRPM 概要

（2）プロジェクトサイト視察

　実験室などを視察し、プロジェクトに供与した機材が適切に維持管理されているかを確

認した。

（3）関係者へのアンケート・ヒアリングの実施

　アンケートは、BRPMのフルタイムのC/P をはじめ、スタッフセクションを中心とする

C/P に対しても配布し、調査団出発前に入手（一部、現地訪問後に回収）し、それらの情

報を基にコンサルタント・調査団から個別インタビュー及びグループインタビューを実施

した。

　また、プロジェクト専門家にも同様の質問表を配布し、プロジェクトに関する活動実績

などに対するインタビューを実施した。

（4）合同評価委員会

　モロッコ側と合同で本評価調査のための会議・打合せを数度にわたり開催し、プロジェ

クト成果報告、評価手法説明、プロジェクト評価結果の協議、プロジェクト終了後の将来

像について、意見交換を行った。

（5）評価の結果（評価５項目による分析）

　調査結果に基づき、以下の評価５項目について分析を行った。分析結果についてはモ

ロッコ側と協議のうえ、合意した。
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第２章　プロジェクトの当初計画

２－１　相手国の要請と我が国の対応

　モロッコは、農業・水産業に大きく依存した不安定な経済体質を改善すべく、鉱業分野を強化

した経済成長をめざしている。我が国は現在までにモロッコの要請に対し、商業工業エネルギー

鉱山省所管の鉱山探査投資公社（BRPM）に対して、個別専門家、開発調査（資源開発協力基礎

調査を含む）、青年海外協力隊（地質、測量、システムエンジニアなど）、ミニ・プロジェクト、

開発調査など様々な技術協力を実施している。

　モロッコは、より広い分野で高い技術レベルを求めるものとして、新たにBRPMの探査部門、

選鉱部門、工業原料鉱物部門を対象としたプロジェクト方式技術協力を要請してきた。

　この要請に対し、我が国は 1995 年６月に派遣した中近東産業技術育成基礎調査において、モ

ロッコの要請内容の確認や協力の可能性について基本的な調査を実施している。この基礎調査に

おいて提言された協力内容を踏まえ、プロジェクト実施予定機関であるBRPMと技術移転内容、

プロジェクトの基本計画について協議を行うことを目的として、事前調査団（現短期調査）を派

遣した。同事前調査の調査結果を受け、1998年１月に実施協議調査団を派遣し、プロジェクトの

詳細計画、双方の役割分担などについて話し合いを行い、1998年１月26日に討議議事録（R/D）

を日本・モロッコ間で署名・交換し、1998年４月１日からの４年間の協力期間で「モロッコ王国

鉱物資源探査技術向上プロジェクト」が開始されるに至った。

２－２　プロジェクトの目的

　1998 年１月に派遣した実施協議調査団において、モロッコ側と協議を行った結果を基にプロ

ジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）の最終版が確認された。そのなかにおいて、本プロ

ジェクトの目的は「BRPMが組織的、実践的な探査を継続的に実施できるようになる」と定めら

れた。

　中間評価などにおいて、PDMの記載内容の指標をより具体的にするため一部修正が加えられた

が、プロジェクトの目標そのものについて変更はなく、プロジェクトの目的は終始一貫したもの

であった。

２－３　プロジェクトの活動計画

　モロッコ側からの協力要請内容、協力の妥当性及び日本側における協力の可能性などを勘案し

た結果、以下の協力分野・内容における活動計画を想定した。



－ 5－

（1）鉱床探査

1） 探査計画の策定手法

2） 地質構造及び鉱化作用の解析手法

3） 試料採取手法

（2）地化学探査

1） 試料採取手法

2） プラズマ発光分光分析装置（ICP）などの機器を使用した試料の分析手法

3） データ解析手法

（3）物理探査

1） 既存データの解析手法

2） 物理探査手法

3） 物理探査図作成

（4）探査技術の総合化手法

1） 各探査技術によるデータの総合化手法

2） 総合化されたデータの適切な利用手法

3） インベントリーマップの作成手法

２－４　プロジェクトの投入計画

　４年間のプロジェクト期間中、以下のような投入内容を想定した。

（1）長期専門家派遣

1） チーフアドバイザー

2） 業務調整員

3） 鉱床探査

4） 地化学探査

（2）短期専門家派遣

1） 物理探査

2） 岩石地化学探査

3） 顕微鏡研究
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4） 分析機器

（3）研修員受入れ（カウンターパート（C/P）研修）

　C/P 研修については、各段階の技術移転内容・状況に応じて、年間１～２名の研修員の受

入れを予定していた。

（4）機材供与

1） ICP

2） 現地調査用車両２台
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第３章　プロジェクトの実績

３－１　プロジェクトの実施体制

３－１－１　日本国内における実施体制

　日本国内においては、国内委員会及び国内協力機関が組織され、プロジェクトの実施に際し

て様々な支援を行っている。

（1）国内委員会

　プロジェクトの専門家が現地活動を円滑にかつ効果的に行えるよう、技術上・運営上の

諸問題を検討・協議し、JICAに対し適切な助言を与えることを目的とし、国内協力機関の

関係者、関連技術分野の専門家、学識経験者より構成された国内委員会を組織している。

　国内委員会は、チーフアドバイザーの一時帰国などに合わせ、年１、２回の頻度で開催

されている。チーフアドバイザー及び JICA からプロジェクト進捗状況、問題点、次年度

の実施計画などの報告を受け、技術上・運営上の諸問題を検討・協議し、技術的助言を行っ

ている。

（2）国内協力機関

　国内協力機関として、財団法人国際鉱物資源開発協力協会（JMEC）が、国内支援体制

整備業務を担当している。プロジェクト専門家の確保、及び研修員受入れの協力母体とし

て機能するとともに、主要関係者が国内委員会メンバーとなって、プロジェクトに対する

技術的助言を行うなどの協力を行っている。

　国内協力機関の業務としては、国内委員会の運営、専門家活動支援、調査団派遣支援、

機材供与支援、カウンターパート（C/P）研修受入支援、モニタリング支援などを行って

おり、プロジェクト遂行に対する支援機関として機能している。

　専門家活動の支援業務としては、専門家現地活動に必要な文献、資料、テキスト、カタ

ログ、ビデオテープ、法・規則集などの現地への提供や、携行機材仕様の作成支援、現地

からの専門家派遣要請に沿った専門家のリクルートなどを行っている。また、新規に派遣

される専門家、一時帰国中の専門家に対して、技術上、生活上の状況・問題点について援

助を行い、任期満了後の長期専門家に対しては総合報告書作成の支援を行っている。

　C/P 研修は、プロジェクト及び研修員の要望を確認し、現地で技術移転が困難な内容の

補完を目的に研修内容の検討を行い、主に経済産業省、産業技術総合研究所（旧地質調査

所、資源環境技術総合研究所など）、金属鉱業事業団（MMAJ）における講義、鉱山見学、

分析機器メーカー見学などを、約１か月の期間で行っている。
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　モニタリング支援業務としては、活動計画の進捗状況に対して技術的な観点から助言、

指導及び見直し案の提示を行っている。また、必要に応じ調査団に参団し、日本側・モロッ

コ側双方の関係機関との協議に参加して、技術的観点から技術移転内容について提言も

行っている。

３－１－２　モロッコ国内における実施体制

（1）プロジェクト実施機関

　本プロジェクトでは、鉱山探査投資公社（BRPM）をプロジェクト実施機関として技術

協力を行っている。BRPMは、1928年にモロッコにおける鉱物資源探査の振興を目的とし

て設立された公的機関であり、石油とリンを除く金属・非金属鉱物資源を対象に、新鉱床

発見のための探査と鉱山開発事業への投資を行っている。

　プロジェクト実施にあたり、地質調査、地化学探査、物理探査などの鉱物資源探査に関

する各分野における技術者の横のつながりを確保し、それぞれの専門分野以外の知識・経

験を共有することを目的として、BRPM探査局内にスタッフセクションが設置され、内部

技術移転体制の構築と効率的な運営管理が行われている。

（2）監督官庁

　技術的事項は商業工業エネルギー鉱山省が監督を行っており、財務的事項は大蔵・海外

投資省が監督を行っている。

　商業工業エネルギー鉱山省は、エネルギー局、鉱山局、地質局、総務・人事局及び地方

局より構成され、主にエネルギー、鉱業、地質に係る政策の立案と実施、政策を適用する

公共施設や機関の監督、法規を施行する権限をもつ他のセクターの管理等を行っている。

商業工業エネルギー鉱山省のうち、本プロジェクトと関係の深い鉱山局は、主に地質イン

フラの整備や鉱業法、鉱業従事者規定の法規の改訂、公共サービスとしての鉱床探査の実

施、探査・開発・製品加工に関する民間部門参加の奨励などを行い、国内鉱業ポテンシャ

ルの引き上げに努めている。

３－２　プロジェクトの投入実績

　1998年１月の実施協議調査で作成した暫定実施計画（TSI）に従って、専門家派遣、研修員受

入れ、機材供与を実施してきた。日本側からはほぼ当初計画どおり投入した。
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３－２－１　専門家派遣

（1）長期専門家

　技術協力期間を通じて、長期専門家７名をプロジェクトサイトへ派遣した。長期専門家

の派遣実績は表－１のとおり。

（2）短期専門家

　技術協力期間を通じて、短期専門家 13名を合計 18 回にわたってプロジェクト・サイト

へ派遣した。表－２に短期専門家派遣実績を示す。なお、2001年度については、更に２名

の短期専門家派遣の予定となっている（表－３）。

氏　名 分　野 派遣期間

小野　睦一 チーフアドバイザー 1998年６月26日～2002年３月31日

渡邉　国房 業務調整員 1998年４月１日～2000年３月31日

古賀　　実 業務調整員 2000年３月12日～2002年３月11日

佐藤　英太郎 地化学探査 1998年４月１日～1999年５月12日

南雲　義広 地化学探査 1999年６月23日～2002年３月31日

木戸　　宏 鉱床探査 1999年３月18日～2002年３月31日

松任谷　滋 鉱床理論 1998年 11月 16日～1999年 11月 15日

表－１　長期専門家派遣実績
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３－２－２　研修員受入れ

　技術協力期間を通じて、合計７名のモロッコ側C/Pの本邦研修を実施した。研修員の受入実

績については、表－４のとおり。

年 度 氏　名 分　野 派遣期間

斉藤　　章 物理探査 1998年 10月１日～1998年 10月 29日

木戸　　宏 鉱床探査 1998年 10月１日～1998年 12月 24日

1998 石原　舜三 鉱床理論 1999年２月１日～1999年２月19日

笹田　政克
顕微鏡研究

1999年３月31日～ 1999年４月12日
（Fluid Inclusion Study）

斉藤　　章 物理探査 1999年４月26日～ 1999年６月11日

佐脇　貴幸
顕微鏡研究

1999年９月13日～1999年 10月 29日

1999
（Fluid Inclusion Study）

佐藤　庸一 地化学探査 1999年 11月 15日～ 1999年 12月 25日

福元　勝治 探査理論 2000年１月10日～ 2000年２月20日

佐藤　壮郎 鉱床理論 2000年２月20日～ 2000年３月４日

目次　英哉
変質鉱物簡易同定装置

2000年５月８日～2000年５月20日
（POSAM）

和田　一成 物理探査 2000年５月15日～ 2000年６月30日

2000 渡辺　　寧 地質（マニュアル） 2000年６月19日～ 2000年８月１日

渡辺　　寧 地質（マニュアル） 2001年１月29日～ 2001年２月25日

山田　亮一
火山性塊状硫化物鉱床

2001年２月19日～ 2001年３月17日
（VMS）黒鉱タイプ

和田　一成 物理探査 2001年５月14日～ 2001年６月30日

渡辺　　寧 地質（マニュアル） 2001年６月19日～ 2001年７月19日

2001
渡部　芳夫

地質（マニュアル／データ
コンパイレーション）

2001年６月26日～ 2001年７月５日

渡辺　　寧 地質（マニュアル） 2001年９月３日～2001年９月22日

表－２　短期専門家派遣実績

年 度 氏　名 分　野 派遣期間

渡辺　　寧 地質（マニュアル） 2001年 11月４日～2001年 11月 23日

2001
未　定

GIS（地理情報システム）
2002年１月ごろ（約１か月）

データベース

表－３　短期専門家派遣予定
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３－２－３　機材の供与

　技術協力期間を通じて、本プロジェクトの実施に必要な機材を供与した。表－５に各年度の

機材供与の実績を示す。

３－２－４　現地業務費支援

　日本側は本プロジェクトの円滑な実施を促進するため、専門家の現地業務に必要な経費の支

援を行った。

　現地業務費は一般現地業務費と実施計画諸費から成り、プロジェクトの運営に際して必要と

なる経常的な経費で専門家が活動を行ううえで必要となる費用を指し、プロジェクト期間を通

じてほぼ一定額が支出されている。実施計画諸費は教科書作成（現地語）やビデオ作成などに

係る費用で、本プロジェクトにおいては、2001 年度に本プロジェクトの成果物の１つである

年　度 機材名 数量 調達価格

フィールド探査用車両 ２台

1998年度 プラズマ発光分光分析装置（ICP） １台 合　計

ICP用オプション機材 １式 46,500千円

携帯型帯磁率計 ２台

1999年度 複写機 １台 合　計

変質鉱物簡易同定装置（POSAM） １式 10,890千円

携帯型帯磁率計 ２台

POSAM 用スペアパーツ ２式

2000年度 A3版　スキャナー １台

画像処理ソフト １式 合　計

ICPスペアパーツ １式 2,700千円

2001年度 － － －

表－５　機材供与の実績

研修員氏名 研修分野 研修期間

Mr. Larbi LASRI 地化学探査 1998年 10月６日～1998年 11月５日

Mr. Abdelaziz ZERDANE 鉱床理論 1999年 11月７日～1999年 12月９日

Mr. Najib OUASSOU 機器分析 1999年 11月７日～1999年 12月９日

Mr. Lahcen HMAIDOUCH 物理探査 2000年 10月 24日～ 2000年 11月 22日

Mr. Addi ZEHINI 鉱床理論 2000年 10月 24日～2000年 11月８日

Mr. Ahmed AIT KASSI 地　質 2001年９月16日～2001年 10月 13日

Mr. Ali EL OUAZZANI 地　質 2001年９月16日～2001年 10月 13日

表－４　研修員受入実績
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「総合探査マニュアル」の作成に係る経費として計上されている。

　表－６に現地業務費の年次別支出状況を示す。

３－３　プロジェクトの活動実績

３－３－１　BRPM 探査局の組織の強化

　BRPM技師のプロジェクト業務への参画と運営強化、及び他分野の技術者の横のつながりを

確保し、それぞれの専門分野以外の知識・経験を共有することを目的としたスタッフセクショ

ンがプロジェクト開始時から設置された。当初 17 名の C/P がスタッフセクションに配置され

た。その後、関連業務が増加し、モロッコ側により本プロジェクトの重要性がより一層認識さ

れるに伴って、C/Pの増員が行われ、1999年度には30名に、2000年度には34名に増員された。

　また、プロジェクト期間中に、C/P の異動はほとんどなく、プロジェクト実施機関としての

BRPMの実施体制は維持されており、協力期間終了後もモロッコ側により、スタッフセクショ

ンを含めた体制は維持される方針である。

３－３－２　分析装置の効率的な稼働と適切な維持管理

　分析装置として、プラズマ発光分光分析装置（ICP）及び変質鉱物簡易同定装置（POSAM）

が設置された。

　ICPについては、プロジェクト開始以前にBRPM内に設置されていた。しかしながら、装置

は非常に古く故障の回数が増加していたこと、また本プロジェクトを行うにあたり分析試料数

の増加が見込まれたことから、技術移転を効果的、効率的に進めるため、新たな ICP の導入が

行われた。ICP の操作方法については、日本での研修により更なる技術レベルの向上が図ら

れ、技師のみでの分析と保守・管理が可能となっている。プロジェクト期間中、ICP の故障は

数回あったが、モロッコ側の対応により適切に修理が行われている。

　POSAM は、簡単な操作で変質鉱物の自動同定を野外においても行うことができることか

ら、実践的な探査技術の移転を行ううえで最適な機材として、1999年度に供与された装置であ

る。供与後、短期専門家により装置の使用方法、維持管理要領、測定・同定結果の解釈や取り

会計年度 一般現地業務費 実施計画諸費

1998年度実績 3,600 －

1999年度実績 3,595 －

2000年度実績 3,994 －

2001年度計画 3,154 800

表－６　現地業務費年次別支出状況

（千円）
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扱いに関するノウハウなどについての技術移転が行われ、現在ではBRPMの技師による操作と

適切な維持管理が行われている。

３－３－３　専門家による個々の探査技術の移転

　鉱床探査、地化学探査、物理探査、顕微鏡研究の各分野の長・短期専門家により技術の移転

が行われている。

（1）鉱床探査

　鉱床の賦存状況、母岩の構造、変質などについて現地調査を行った。さらに、火山性塊

状硫化物鉱床（VMS）について、日本の黒鉱鉱床と対比しつつ、鉱床の胚胎層準を決定す

る技術の指導を行った。

（2）地化学探査

　モデル地域における詳細な地質調査及び土壌試料のサンプリングの実施と、統計ソフトに

よる岩石・土壌別、指示元素別の統計図とアノーマリーマップの作成技術の指導を行った。

（3）物理探査

　IP測定及び測定結果のコンピューターへの入力と二次元解析の方法についての指導や、

TEM法データ変換プログラムや空中磁気探査データのマスキングプログラム、重力データ

処理のためのプログラムの作成、その他の最新の技術、解析手法の指導を行った。また、

野外での調査や測定装置の修理の指導を行った。

（4）顕微鏡研究

　流体包有物の温度測定法に関する基礎知識とChaixmeca社加熱冷却装置台における温度

の較正法及び温度測定手順に関する指導を行った。また、機器の使用法に関するマニュア

ルを作成した。

３－３－４　モデル地域における総合探査技術の移転

　総合探査技術の移転にあたり、文献資料やBRPM内の各地調査報告書及びデータベースなど

を用いた調査研究によるモデル地域の抽出が行われ、３つのモデル地域（オープラトー地域、

アグエルムス地域、エッヒリガ地域）において技術移転が行われている。
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（1）オープラトー地域

　今後の探査により発掘される可能性及び経済性が最も高いミシシッピーバレー型

（MVT）鉱床のモデル地域として、オープラトー地域が抽出された。

　この地域において、地質・地化学探査計画が作成され、井戸水水質調査、岩石地化学探

査、地質精査が実施された。現在、鉱床胚胎層分布図及び模式柱状図が作成されている。

（2）アグエルムス地域

　MVTにはない、火成作用に伴う鉱床探査の技術移転のモデル地域として、モロッコ第２

位の Ag（銀）－ Pb（鉛）－ Zn（亜鉛）鉱山であるティグザ鉱山と地質構造的に類似した

構造をもつアグエルムス地域ブーイズルザ地区が抽出された。当地区において地質精査、

地化学探査、物理探査による総合解析を行い、ボーリング・ターゲットの抽出及びボーリ

ング実施計画の策定が行われた。このボーリング実施計画に基づき、掘削及びコア試料の

サンプリングが実施され、現在、ICP による分析が行われている。

　また、BRPM が 1998 年に実施した地化学探査の結果得られた３異常地について予察地

質踏査を行った結果、アグエルムス・ゴアイダ地区を VMS 賦存可能地域として抽出し、

現在地質調査及びマッピングを行っている。

（3）エッヒリガ地域

　潜頭鉱床の探査を行ううえで、重要な鉱床として VMS が位置づけられており、モデル

地域としてエッヒリガ地域が抽出された。

　既存資料の総合図化を含む再検討及び既往ボーリングコア再調査等の結果、エッヒリガ

地域におけるVMSの可能性はほとんどないことが判明した。一方で一部に金の異常値が

みつかったため、現在、当地域の金鉱化作用について再検討を行っている。

３－３－５　探査マニュアル及び総合解析報告書の整備

　長・短期専門家により行われた技術移転の成果を目に見える形で残し、探査・解析技術の普

及・継承を補強するものとして、探査マニュアル及び総合解析報告書の整備が C/P 及び長・短

期専門家により行われている。

　探査マニュアルは３部から成る。第１部はデータコンパイレーションを基にしたモロッコの

地質と鉱物資源の説明、第２部は各種探査技術の内容説明と代表的鉱床の成因モデルに基づく

探査指針の記載、第３部は本プロジェクト期間中に開催されたセミナーの内容紹介である。探

査マニュアルの作成にあたり、マニュアル作成基本計画の策定と、編集体制の確立が行われ

た。マニュアル原稿を執筆するにあたっては、マニュアル原稿執筆者工程表が策定され、2001
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年 10 月末までに約 95％程度が達成されている。

　総合解析報告書は、モデル地域において行われた探査計画の策定、現地調査、試料分析、物

理探査及び地化学探査の結果解析、解析結果の統合化といった実践的な総合探査の一連の探査

プロセスと探査結果をまとめたものであり、C/P が中心となって執筆作業が行われている。

３－３－６　セミナー開催による探査技術に係る内部移転体制の構築

　長・短期専門家及びBRPM内部におけるセミナーが多数開催され、探査技術の内部移転が行

われている。表－７に長・短期専門家による主要セミナーの開催実績を示す。

専門家氏名 テーマ 実施日

プロジェクト一般概要説明 1998年７月２日

佐藤英太郎
鉱床生成機構（1）鉱床生成の必要条件 1998年９月８日

（長期）
鉱床生成機構（2）鉱床生成の場の物理化学的環境と鉱床型の

1998年９月15日
　　　　　　　　　関係

鉱床生成機構（3）世界の主な銅鉱床型とその探査指針 1998年９月22日

斉藤　　章
物探セミナー 1998年 10月 26日

（短期）

鉱床生成機構（4）世界の主要鉛亜鉛鉱床型と探査指針 1998年 12月 15日

佐藤英太郎 鉱床生成機構（5）世界の主な金属鉱床とその探査指針 1999年１月12日

（長期） 調査地域のポテンシャル評価（1） 1999年１月26日

調査地域のポテンシャル評価（2） 1999年１月13日

鉱床理論（1） 1999年２月４日

石原　舜三 鉱床理論（2） 1999年２月５日

（短期） 鉱床理論（3） 1999年２月15日

鉱床理論（4） 1999年２月16日

佐藤英太郎 探査システム（1） 1999年３月９日

（長期） 調査計画立案 1999年３月23日

笹田　政克 第１回　顕微鏡観察（流体包有物）について 1999年４月６日

（短期） 第２回　顕微鏡観察（流体包有物）について 1999年４月７日

松任谷　滋
モロッコ及び世界の鉱床について 1999年４月20日

（長期）

第１回　物理探査手法について 1999年５月17日

斉藤　　章 第２回　物理探査手法について 1999年５月18日

（短期） 第３回　物理探査手法について 1999年５月19日

第４回　物理探査手法について 1999年５月20日

表－７　長・短期専門家による主要セミナー開催実績
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専門家氏名 テーマ 実施日

佐脇　貴幸

①流体包有物の産状及び較正について

（短期）

②事例研究：日本の地熱地帯を例にして
1999年９月28日

Chaixmeca社製加熱冷却台の使用法、流体包有物の温度測定及び
1999年 10月 19日

温度較正

佐藤　庸一 地化学探査の基礎について 1999年 12月 16日

（短期） アグエルムス地区の地化学探査結果について 1999年 12月 21日

福元　勝治
MVT鉱床の熔解・崩壊、礫岩体 2000年２月９日

（短期）
米国、中部テネシー・ケンタッキー州におけるMVT鉱床の探査

2000年２月15日
作業について

佐藤　壮郎
第１回　VMS 2000年２月22日

（短期）
第２回　VMS 2000年２月23日

菱刈鉱山における鉱床探査の成功例について 2000年２月29日

南雲　義広
MVT鉱床について 2000年２月８日

（長期）

木戸　　宏
アグエルムス調査の中間報告について 2000年３月28日

（長期）

目次　英哉
探査におけるPOSAMの有効利用 2000年５月18日

（短期）

和田　一成
坑井内過渡現象電磁法〈ボアホール〉 2000年６月23日

（短期）

リソキャップの探査・鉱床を伴う熱水系と伴わない熱水系を区別

渡辺　　寧
することができるか。

2000年７月５日

（短期）
①ポーフィリー銅・モリブデンに伴う熱水変質エルサルバドル

　鉱床の例 2000年７月17日

②浅熱水金鉱床鉱化作用・その特徴・様式及び探査

渡辺　　寧
硫黄同位体の研究と探査への応用 2001年２月13日

（短期）

南雲　義広

（長期） MVTモデル地域調査現況 2001年３月２日

及びC/P２名

山田　亮一
黒鉱鉱床とは何か？－鉱床の実例と探査方法－ 2001年３月15日

（短期）

和田　一成 ボアホールTEM法のモロッコでの金属資源探査への応用
2001年６月26日

（短期） （Khwadra）

木戸　　宏
菱刈・浅熱水性含金銀鉱床石英・氷長石脈鉱床の探査と発見 2001年９月６日

（長期）



－ 17 －

第４章　評価結果

４－１　効率性

　プラズマ発光分光分析装置（ICP）、 変質鉱物簡易同定装置（POSAM）などの供与機材につい

ては、日本側専門家による継続的な指導が行われた結果、カウンターパート（C/P）自身による

操作維持管理が適切に実施されている。

　機材内容については、プロジェクト活動に見合った適切な機材が供与され有効に活用されてい

る。

　機材導入のタイミングについては、技術移転の進捗状況に合わせてほとんどの機材が予定どお

りに設置された。

　専門家については、地化学探査、鉱床探査、鉱床生成理論などについての高度な知識、技術及

び経験がモロッコ側に高く評価された。主に長期専門家によるオンザジョブ・トレーニング

（OJT）などによる技術移転の手法は、計画目標の達成に効果的に寄与している。プロジェクト初

期にはC/Pに対して探査の基礎知識と技術を習得するために、座学による各課題の講義及び技術

指導が実施された。その後、OJTによる野外での実践的な技術・理論についての指導が行われた。

また、セミナーの実施及びOJTが内部技術移転の促進に非常に大きな役割を果たしており、これ

らの活動の結果、モロッコ側はセミナーのプレゼンテーションやコミュニケーションのノウハウ

を修得した。短期専門家については、モロッコ側から野外探査活動と流体包有物分析技術の活用

を修得するためには、更に時間が必要となることが指摘された。

　モロッコ側は鉱山探査投資公社（BRPM）内部の技術移転を円滑に実施するためにプロジェク

ト開始当初よりスタッフセクションを設立した。更には、途中段階でC/P数を17名から32名に

増員し、プロジェクト運営体制の強化が図られた。この結果、成果の波及に求められる体制が整

備された。日本側は技術支援を行うために国内支援委員会を整備し、計画内容の検討とプロジェ

クト専門家の技術的支援を実施した。また、日本側・モロッコ側双方により、技術移転を効率よ

く実施するために合同調整委員会が設置された。

　合同調整委員会、調査団そして国内支援委員会による提言については、プロジェクト活動に適

切に生かされている。特に、中間評価調査団からの提言に沿って、総合的な探査技術マニュアル

の整備、セミナーの開催などによってBRPM内部における技術移転体制の整備が進められ、プロ

ジェクト目標の達成に大きく寄与した。探査マニュアルの作成については、モロッコ側は編集委

員会を設置し、委員会のメンバー全員で作成にあたった。作業計画から編集に携わる短期専門家

の支援により、完成度は95％に至っており、探査マニュアルが今後更に内部技術移転に資するこ

とが期待される。
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４－２　目標達成度

　プロジェクト目標は「BRPMが組織的、実践的な探査を継続的に実施できるようになる」であ

る。本プロジェクトにはBRPMが組織的、実践的な探査を実施できるように、長期にわたるJICA

とBRPM間における技術協力の実績が組み込まれている。本プロジェクトの活動によって理論・

現場の双方における技術指導、技術移転成果が探査マニュアル化され、内部技術移転体制の構築、

活性化が促進されたことにより、プロジェクト目標は達成されたと評価できる。また、野外にお

ける技術指導や鉱床生成理論などを活用したアカデミックな指導に基づき、予察調査、概査、精

査のための総合的な探査技術が移転された。モデル地域の選定では、BRPMが収集した過去の既

存情報とデータが有効に活用された。これらの地域では専門家によってOJTによる実践的な技術

指導が実施されたことに加え、鉱床生成理論などのアカデミックな考え方に基づいた探査方法の

指導も行われ、総合的な探査技術の理解が深まった。

　探査マニュアル、総合解析報告書の作成、BRPMにおけるセミナーの開催は、BRPMが探査技

術の内部技術移転を活性化することに貢献している。モロッコ側は引き続きプロジェクト成果を

活用するための組織を維持するとしていることから、BRPMの組織を強化するという当初のプロ

ジェクト目標は達成されたと評価できる。

４－３　効　果

　BRPMにおいて、スタッフセクションを中心とした内部技術移転を普及・促進する体制が構築

された。修得された技術、調査結果はスタッフセクションのみならず、BRPM外部へも移転され

ており、BRPMの活動結果は高く評価されている。関連した他の機関、組織については、本プロ

ジェクトによる技術移転の成果を更に普及することが認知されている。今後、鉱物調査・鉱物探

査組織や大学との技術情報交流への広がりが期待される。この結果、BRPMの活動内容・情報が

他機関においても活用されることとなり、モロッコにおける鉱物探査・開発が活性化され、有望

鉱床の発見につながることが期待される。また、BRPMが実施した探査のうち、本件プロジェク

トによる探査活動への総合的アプローチ手法などが間接的に寄与したと思われる例として、クワ

ドラでの塊状硫化物鉱床、アンチアトラスでの金鉱床発見が報告されていることから、本プロ

ジェクトの評価は高い。

４－４　計画の妥当性

　本プロジェクトの上位目標は「モロッコ国内で新たな鉱物資源が開発される」であり、鉱業分

野の強化を重視した経済成長の促進をめざす国家計画に合致するものである。また、我が国は

BRPMに対して、鉱業分野の様々な協力を実施してきたが、鉱物資源探査分野の総括的な協力と

して、過去に蓄積された人材・技術の有効活用と、最新の探査技術を組み合わせたプロジェクト
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を実施したことは日本側・モロッコ側双方のニーズに合致しており、プロジェクト実施の妥当性

は高いと判断される。プロジェクト開始時点の国家開発計画では、４つの基本方針の１つとして

「農業及び鉱工業の振興」が掲げられていたが、現在の国家開発計画においても鉱工業分野の位

置づけは変わらず政策的重要性は確保されている。また、国家開発計画の基本方針に基づき６つ

の重点項目が掲げられ、なかでも本プロジェクトは３つの政策、すなわち「経済の地方分権化」、

「輸出振興」、「人材育成」に該当しており、政策的な優先度は非常に高いと判断される。鉱業分

野の開発はモロッコの開発計画の優先事項であり、現在の開発計画においても同様である。今後

も引き続き同分野の政策的な位置づけは維持される。

　日本・モロッコ間では多くの協力実績があり、BRPMは探査分野と化学分析において高い技術

レベルを有するに至った。新たな物理探査や化学探査の技術が BRPMに移転されるとともに、総

合探査技術が修得された。これにより、過去に実施された案件の総括として内部技術移転の体制

が再構築されることが見込まれる。日本側は過去に実施された案件の総括としてBRPMが内外へ

本プロジェクトの成果を波及することを期待しており、モロッコ側は過去に蓄積された技術と新

たに導入された技術に基づいた探査技術の向上をめざしている。よって、日本側とモロッコ側と

の期待は一致しており、本プロジェクト実施の妥当性は高いと評価できる。

４－５　自立発展性

　現在の国家開発計画において鉱工業分野は農業、鉱業分野とともに重点分野として位置づけら

れており、政策的には今後も一貫して重要性が維持されることが見込まれる。BRPMは、運営体

制、財源、技術的ノウハウにおいて、本プロジェクトによって強化された探査技術を維持し、か

つ普及していくための基盤を有しており、組織内外で探査と調査活動を行う能力を有している。

したがって、BRPMが実施機関としてこれらの基盤を独自に維持していく自立発展性にも問題は

ない。モロッコ側は本プロジェクト実施終了後も独自に探査活動を維持運営するために必要とな

る要員と組織を確保している。更には、スタッフセクションにより訓練された有能な技師が増員

されて運営体制が維持されており、BRPMの組織としての自立発展性は確保されることが見込ま

れる。

　財政面では、BRPMは国家政策に基づく国庫交付金及び BRPMのパートナー企業への株式参加

に伴う配当・ロイヤリティーによる収入により予算が確保されている。更には政府の研究組織と

して鉱物資源を継続的に探査することから、予算確保には支障がないものと思われる。

　技術面では、BRPMは鉱床探査・研究に必要な最新技術の導入・習得に積極的である。また、

導入された機材の維持管理体制も確立していることから、探査・研究活動を継続することにより、

更に技術力の発展・向上が期待できる。
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第５章　評価結果の総括

５－１　提　言

　スタッフセクションは内部技術移転の中心となる組織であるが、移転された総合探査技術を鉱

山探査投資公社（BRPM）の内外へ普及するために、将来にわたり、スタッフセクションの存続、

開発、有効活用を BRPMの方針とすることが必要である。

　探査マニュアル、総合解析報告書などの本プロジェクトの成果については、探査活動の成果を

基にした鉱床情報やデータ並びに新たに導入された探査技術を反映しつつ、これらの内容が更に

改善、充実されることが望まれる。

５－２　教　訓

　移転された総合探査技術の目に見えない成果を有形化した探査マニュアルと総合解析報告書に

ついては、これらが本プロジェクトの成果を持続し、普及させるのに大きな役割を果たしている。

本プロジェクトは移転された成果が目に見える形で残されたモデルケースの１つであることから、

プロジェクトの成果としてこのような目に見える形に取りまとめることは、今後の案件実施にも

参考事例となることが期待される。
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第６章　調査団所感

　本件調査団は、2001 年 10月 21日（官団員は27日）から11月３日の間、商業工業エネルギー

鉱山省、同省傘下の鉱山探査投資公社（BRPM）のプロジェクト関係者や長期専門家からのヒア

リング、関連資料の収集・分析を行ったうえで、合同評価委員会を開催し、本件プロジェクトの

終了時評価内容について協議を行った。また、同委員会報告やプロジェクトの残り期間５か月間

における活動方針等の協議を11月１日に開催された合同調整委員会の場で協議した。それらの結

果を取りまとめた協議議事録（M/M）について、日本側評価団・加藤団長とモロッコ側評価団団

長（代行）・Mohamed BEN ABDENBI BRPM技術局長との間で署名・交換を行った。また、日

本国大使館、JICA事務所を訪問し、終了時評価内容や今後の方針について報告、意見交換を行っ

た。

６－１　全体総括

（1）本件プロジェクトは、30 余年にわたるモロッコの鉱物資源分野への我が国技術協力の総括

的なプロジェクトとして開始された。所定の成果があげられていると判断されるのは、①総

合探査技術を BRPM 組織内へ普及するために設立されたスタッフセクションが機能し、

BRPM探査局の組織運営が強化されたこと、②プラズマ発光分光分析装置（ICP）、 変質鉱物

簡易同定装置（POSAM）をはじめとした分析装置は、BRPM 技師のみで操作・分析・保守

管理が可能となっていること、③カウンターパート（C/P）自ら策定した探査計画に従った

モデル地区の調査・結果解析、更には解析結果の統合化に至る実践的な総合探査が実施可能

なレベルに至っていること、④探査・解析技術に関するマニュアルもおおむね整備されつつ

あること、などからである。これら種々の活動成果を考えれば、「BRPM が組織的、実践的

な探査を継続的に実施できるようになる」とのプロジェクト目標は達成されたと評価でき、

予定どおり 2002 年３月末をもって終了することで問題はない。

（2）特に、鉱床生成の理論的説明や様々な探査方法、国内のインベントリーなどこれまでの

協力作業を統括して記載した探査マニュアル、総合解析報告書は、これまでBRPM内で個々

の探査報告書の中に散逸していた探査情報を１つにまとめた、モロッコ国内でも初めてのも

のである。総合探査技術という目に見えない性格の技術移転成果を有形なものに置き換え

た、非常に意欲的な活動の結果として、特筆するに値するものである。

（3）所定の成果が得られたことにも増して、本件プロジェクトの最も大きな成果としてあげら

れるのが、探査マニュアルなどの作成の過程を通じて C/P 自身が「自信と誇り」をもつよう
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になったことである。自分たちの努力の結晶を目に見える形で残すことができたことや

BRPMすべてのC/Pがその取りまとめに関与したことが、そうした自信や誇りにつながった

ものと思われる。

（4）本件プロジェクトは、予定どおり 2002 年３月末で終了することとなろう。プロジェクト

終了後の自立発展性を確保するためには、本件プロジェクトでようやく緒についたスタッフ

セクションの機能を維持・発展していくこと及びBRPM内の財産として探査技術を蓄積して

いくために、探査結果を基にした鉱床情報や導入された新技術などを継続的に探査マニュアル

の中に反映させるなどして、C/P自身が内容の一層の充実を図っていくことが必要である。

（5）本件プロジェクトを成功に導いた要因としては、①相手側のニーズにタイムリーに合致し

た協力内容を提供したこと、②専門家による移転技術を普及・継承する仕組みをプロジェク

ト組織内に構築・定着させたこと、及び③目に見えない技術移転の成果を理解可能なものに

消化・解釈し、相手側に目に見える成果を示すことができたこと、が考えられる。今後、JICA

の技術移転プロジェクトを実施するうえで、大いに参考になる。

６－２　終了時評価結果

　本件プロジェクト関係者（商業工業エネルギー鉱山省、BRPM幹部・C/P）や長期専門家から

のヒアリング、技術移転の進捗・組織的定着状況の確認、事前アンケートなど各種資料の分析結

果を総合的に検討し、合同評価委員会での議論を踏まえ導出された評価結果の概要は次のとおり。

６－２－１　目標達成度（Effectiveness）

　今般の終了時評価における本件プロジェクト関係者や長期専門家からのヒアリングの結果や

2001年４月にプロジェクト内で行われた第４回モニタリング・評価レベル（５段階）から判断

するに、各成果の達成度は極めて高く、プロジェクト終了時までには予定どおり所期のプロ

ジェクト目標を達成できる見込みである。

　すなわち、BRPM探査局の組織運営に関しては、プロジェクト開始時からスタッフセクショ

ンが新たに設立され、組織規定上は明記されてはいないが多種分野の技術者の緩やかな横のつ

ながりを確保した。これにより、それぞれの専門分野以外の知識・経験をセクション内技術者

間で共有することで、総合探査技術が組織内へ蓄積されるように図られている。開始後１年目

に同セクション人員を大幅増員したことは、専門家による技術移転内容をBRPM内に広く普及

するうえで有効に機能したといえよう。

　ICP、POSAM をはじめとした分析装置については、専門家の指導により BRPM 技師のみで
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操作・分析・保守管理が可能なレベルまで技術が習得されており、特段問題はない。

　また、長期専門家の年間100日以上にものぼる現地踏査同行によるマンツーマンの指導の結

果、直属のC/P については自ら策定した探査計画に従ったモデル地区の調査・結果が解析でき

るようになった。更には解析結果の統合化による実践的な総合探査が実施可能なレベルに至っ

ている。これら一連の探査プロセスについては、総合解析報告書としてC/Pが中心となって取

りまとめられているところである。探査・解析技術に関するマニュアルについても、BRPM内

に編集委員会を設置するなどして組織的に取り組み、短期専門家等による精力的な指導・助言

の下、おおむね完成している状況である。これらの具体的成果品は、目に見えない性格の技術

移転成果を有形なものに置き換えた、非常に意欲的な活動の結果として特筆するに値するもの

である。

　さらに、専門家・C/P による数次に及ぶセミナー開催、野外調査におけるオンザジョブ・ト

レーニング（OJT）、インターネット活用による情報共有などによる内部技術移転の促進が図ら

れている。これら種々の活動成果を考えれば、「BRPM が組織的、実践的な探査を継続的に実

施できるようになる」とのプロジェクト目標は達成されたと評価できよう。

６－２－２　効果（Impact）

　本件プロジェクトの成果として、BRPM内に総合探査技術を保持する技術的・組織的母体と

してスタッフセクションが設立された。その活動の一環として行われた各種セミナーへの参加

を、BRPM職員のみならず民間の探査機関や大学等にも門戸を開き、それら関係者と広く情報

交換を行ったことは、本件プロジェクトの成果を BRPM 外にも普及する観点から有益であっ

た。翻って探査関係者に対し、国家機関としてのBRPMの役割や地位を認知してもらううえで

も効果的であった。

　また、総合探査技術や流体包有物分析手法など新たな探査手法を習得したことにより、新規

鉱床発見、鉱徴が地表に現れていない潜頭鉱床への対応などに対する潜在能力が確実に向上し

たことは、上位目標の実現への着実な前進として評価される。

６－２－３　効率性（Efficiency）

　専門家派遣、機材供与、C/P 研修員受入れ、あるいはモロッコ側 C/P 配置、ローカルコスト

負担を含め、投入のタイミング・量・質とも、おおむね良好であった。特に、モデル探査のOJT

を中心に技術移転を行う長期専門家と、鉱床成因論など理論面を中心にセミナーなどで技術移

転を行う短期専門家とが、相互に補完し合うベストミックスで投入されたことは、極めて有効

であった。

　国内支援委員会や調査団からの指摘等を受け、長期専門家の交代のタイミングに、鉱床成因
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論などの座学を中心としたC/P全体に対する技術指導から、探査モデル地域における野外での

実際的な技術指導へと重点シフトを行った。理論と実践のバランスのとれた総合探査技術の向

上の観点から、そのタイミング、投入内容とも効率的であった。モデル地域選定に約６か月程

度の遅延が生じていた点も、その後の専門家・C/P 双方の努力により見事に回復している。

　また、中間評価調査団から、残されたプロジェクト期間中に内部技術移転活動の強化や目に

見える記録や成果物を残す工夫・努力を継続すべきとの提言を受けた。これに対して、セミ

ナー開催や探査マニュアル、総合解析報告書の取りまとめに向け、具体的に日本・モロッコ双

方で編集委員会の設置や短期専門家の派遣など種々の投入を精力的に傾注したことは、プロ

ジェクトの進捗を大きく前進させるうえで極めて有用であった。

　その他各種委員会や調査団もおおむね所期の機能を果たしていることから、プロジェクト実

施の効率性に特段問題は見当たらない。

６－２－４　計画の妥当性（Relevance）

　累次の国家開発計画において、輸出振興をめざした主要産業の開発支援の観点から、鉱物資

源開発、なかんずく、世界最大規模のリン鉱石に対する過度の依存から脱却すべく他の鉱物資

源の探査・研究に開発の重点を置いていることは、プロジェクト開始時点から終了時評価時点

に至るまで一貫して変わっていない。むしろ、モロッコ経済の中核を成す農業、観光、鉱業の

うち、ここ数年の旱魃による農業部門の打撃や観光産業の厳しい現状から、同部門の雇用確保

が社会問題化している。こうした状況のなかで、鉱業部門へ労働力をシフトすることに期待が

寄せられており、その観点から本件プロジェクトの政策的位置づけは以前にも増して高まって

いるといえよう。

　また、モロッコは 1920 年代から鉱物資源開発に本格的に着手して以降、鉱徴が地表に現

れている地域が稀少となってきており、潜頭鉱床の開発が重要な課題となっている。かかる鉱

物資源開発をとりまく環境を踏まえれば、総合探査技術を組織に定着させる重要性は大きく、

本件プロジェクトを通じて新たな総合探査手法が導入されたことは、モロッコ側も潜頭鉱床へ

のアクセスに目が開かれたとして高く評価している。その意味でも本件プロジェクトの目標設

定は妥当なものといえる。

　加えて、我が国はモロッコの鉱物探査分野に対し、1960 年代から 30 余年にわたり個別専門

家派遣、研修員受入れ、開発調査、ミニ・プロジェクト、青年海外協力隊派遣、機材供与など

の多岐にわたる協力を実施してきている。本件プロジェクトはこれらの協力により培われてき

た技術基盤をベースに、総合探査技術をBRPM組織のなかに定着させようとするものである。

これまでの我が国協力の成果を踏まえた発展的プロジェクトであるとの観点からも、協力の妥

当性は高い。
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６－２－５　自立発展性（Sustainability）

　BRPMは、予算のほとんどを国庫交付金で賄われていた従前とは異なり、現在では国庫交付

金が６割、BRPMのパートナー企業への株式参加に伴う配当・ロイヤリティーがある（BRPM

が新規鉱床を発見し、鉱床開発権に関する国際競争入札を行う際、BRPMの資本参加を条件に

応札してくる企業あり。BRPMがそれに応じた場合、パートナー企業に株式参加することにな

る）。かつては BRPMの民営化の議論が国会でも行われたが、結論としては、国家の資源開発

奨励を目的とする以上、政府組織であり続けるべきとの判断に至った由である。その意味にお

いては、今後とも継続的に国による政策的支援が確約されていると考えることができよう。最

近では BRPM 総裁が兼任している ONAREP（石油探査開発公社）との合併も推進の方向にあ

る。仮にこれが実現した場合には、政策的基盤は一層堅固なものになろう。

　組織面については、探査局内に局長直属のスタッフセクションを組織化し、個々の専門分野

の知識・経験をセクション内で共有し、総合探査技術を蓄積するコアとしての役割を果たしつ

つある現状にある。こうした内部技術移転体制は、今後とも保持される旨BRPM側は確約して

いる。今後は同セクション機能の一層の定着化を図るとともに、BRPM新規採用者への研修や

大学・民間組織など外部の関係者に対する技術普及といった機能の拡大も期待されているとこ

ろである。

　技術面においても、鉱業分野における日本・モロッコ間の長年にわたる協力実績もあり、比

較的高い技術レベルの基礎を有している。また、今般のプロジェクトにおいて、それら個々の

技術を統合する組織的ノウハウも習得したことから、今後とも探査活動を継続的に実施するこ

とには問題はない。また、分析機材の操作・維持管理も専門家による指導の結果、BRPM自ら

で実施可能となっており、その点でも特段問題は見当たらない。

６－３　プロジェクト終了後の自立発展に向けての方策

６－３－１　スタッフセクションの機能の維持・発展

　スタッフセクションは、BRPMのなかで異なる分野の探査技術の知識・経験を共有するコア

として、特に本件プロジェクト期間中は、主に長期・短期専門家による移転技術を広く普及す

る機能を担ってきた。C/Pからは、これまで個々別々に仕事をしていた各専門分野の技師が、

同セクション設置後は相互にコンタクトが行われるようになるなど、BRPMの習慣を変えるも

のとして高い評価が得られている。こうした機能をもつ組織は、モロッコには例を見ない由で

あり、個人に保有された情報を他に普及・継承するという考え方は、C/P にとって新鮮に映っ

たようである。実際、同セクションをとおして異分野の技術者相互の議論が頻繁に行われるよ

うになったり、一部の専門分野では解決できない内容をすべての分野の技術者が一丸となって

問題解決にあたるようになるなど仕事の姿勢に変化が現れるようになったことで、そのメリッ
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トを敏感に感じている様子である。

　C/P自身、同セクションの機能をBRPMの技術者間のみの知識普及だけでなく、新規採用者

の研修や民間の探査機関や大学など外部への技術普及にも展開していく意向を有しており、セ

ミナー開催にあたっては既に外部関係者への門戸を開放している。こうした機能の拡大も含

め、本件プロジェクトでようやく緒についた同セクションの機能を維持・発展していくことが

重要であるし、そのためには BRPM 幹部の積極的な動機が必要であろう。

６－３－２　探査マニュアル、総合解析報告書の継続的な改定作業

　探査マニュアルなどについては、これまで個々の探査報告書の中に散逸していた探査情報を

１つにまとめたもので、モロッコ国内でも初めてのケースである。本件プロジェクトで得られ

た地質学的知識を総括したものとして、今後の探査活動のバイブルともなるものである。これ

はプロジェクトの特筆すべき成果として位置づけられようが、それにも増して、作成の過程を

通じて C/P 自身が自信と誇りをもつに至った意義は極めて大きい。そうした意識の変化は、

「BRPMの考え方（Philosophy と Culture）が１つにまとめられた」との C/P の言葉にも表れてい

るし、何よりも自分たちの努力の結晶を目に見える形で残すことができたことやBRPMすべての

C/Pがその取りまとめに関与したことが、そうした自信や誇りにつながったものと思われる。

　今後、探査の指針としてマニュアルが活用されることはもとより、BRPM内の財産として探

査技術を蓄積していくためには、探査結果を基にした鉱床情報や導入された新技術などを継続

的にマニュアルの中に反映させるなどして、C/P自身で内容の一層の充実を図っていくことが

重要である。

６－４　今後のプロジェクトへの支援策

　本件プロジェクトは、これまで30余年にわたるモロッコの鉱物資源分野への技術協力の総括的

なプロジェクトとして開始され、見事にその目標を達成したことで、予定どおり2002年３月末を

もって終了することで問題はない。

　しかしながら、これまで幾多の人的交流をもって築きあげられた相互の信頼関係を、本件プロ

ジェクトの終了とともにゼロにしてしまうことは本意ではない。BRPMだけでなく、今般面会し

た商業工業エネルギー鉱山省次官からも、ODAに限定することなく我が国との継続的関係を保持

したいとの要望が出された。調査団からは、双方の連絡の窓口を共有しておく必要性を示唆し、

ODAに関しては従来どおり大使館やJICA事務所をコンタクト先として活用してほしい旨説明し

た。また、BRPMとの協議の過程で、新規鉱床開発などでBRPMが日本の民間企業の資本参加な

どを模索する際の日本側窓口の確認があったので、金属鉱業事業団（MMAJ）の役割を紹介した。

　ODAによる同分野への支援については、対モロッコ援助全体の基本政策に従い検討されるべき
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ものであり、調査団としてコメントする立場にはない。ただし、仮に同分野が協力の重点として

位置づけられた場合、本件プロジェクトから得られた情報に基づき、今後の具体的協力の方向性

を探るとすれば、例えば、喫緊の課題となっている潜頭鉱床に対応するために、本件プロジェク

トで得られた総合探査技術を実践的に応用するうえでの支援を行うことも考えられよう。また、

アフリカ仏語圏に対しては、これまで二国間援助の枠内で資源開発基礎調査などの協力が行われ

てきた。本件プロジェクトを含めモロッコにおいてこれまで脈々として培われてきた技術を、第

三国研修などの手段によりモロッコを介してアフリカ仏語圏に移転することも考えられる。同研

修については、非公式の席上で、BRPM内部でその可能性を検討中である旨発言があったことを

併せご報告したい。

６－５　本件プロジェクトの成功要因と教訓

　本件プロジェクトの成功要因には、最近の旱魃に伴う農業分野から鉱業分野などへの雇用シフ

トの必要性や金鉱床の新規発見で鉱物資源開発に注目が集まった点など、外部環境が好転したこ

ともあげられよう。また、長年にわたる我が国のモロッコに対する鉱業分野への技術協力の蓄積

やC/Pのアカデミックバックグラウンドもあり、モロッコ側に移転技術を吸収するに足る高い技

術レベルを有していたことも考えられる。さらに、BRPM側との定例会議及び専門家定例会議を

頻繁に行うなどして、プロジェクト運営管理に関する関係者間の意思疎通を図ったことも、プロ

ジェクトの円滑な進捗に大きく貢献していよう。ここでは、他の技術移転プロジェクトにも適用

可能な点に焦点を当てその要因を探ってみると、おおむね次の３点があげられる。

　すなわち、①相手側のニーズにタイムリーに合致した協力内容を提供したこと、②専門家によ

る移転技術を普及・継承する仕組みをプロジェクト組織内に構築・定着させたこと、及び③目に

見えにくい協力の成果を理解可能なものに消化・解釈し、相手側に目に見える成果という励みと

なるものを示すことができたこと、である。

　①に関しては、モロッコでは残された開発有望鉱床が潜頭鉱床に集中しているなか、BRPMの

技術者として、鉱床モデルや鉱床成因論などの理論的バックグラウンドをもち、かつ、総合探査

技術を身に付けることなくしては、潜頭鉱床に対応できないという意識の変化が生じていた。こ

うした状況において、スタッフセクションの活用による内部技術移転の促進や総合探査技術の習

得を含む本件プロジェクトの協力内容は、正に相手側のニーズをタイムリーにとらえたものであ

り、そうした時宜を得た協力内容を提示したことがプロジェクトを成功に導いた大きな要因であ

ると考えられよう。

　②について、専門家の技術を広くC/Pに普及させるためには、一般にできる限り多くの直属C/P

が配置されることが望ましい。しかしながら、多くの場合、通常業務を抱えたC/Pをプロジェク

ト専属で配置するには人数の上で限度があり、普及範囲は限定的にならざるを得ないのが実情で
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あろう。本件プロジェクトの場合、長期専門家の直属 C/P は３名と少ないながらも、専門家に

よる移転技術を含めたあらゆる技術情報の受け皿として、スタッフセクションなる専門部門を横

断した緩やかなつながりをもった組織を構築したことは、得られた技術情報を同セクション内外

へ普及することに大きく貢献した。ただし、C/Pにとって、総合探査技術を習得するうえで必要

となる専門外の知識にアクセスするためには、スタッフセクションの機能を活用することが不可

欠という動機があったことが、同セクションの役割を一層強固なものとしている点に留意する必

要がある（総合探査技術を習得するためには、セクション機能を活用して、他の専門分野の知識・

経験を共有することが不可欠）。すなわち、広く技術普及を進めるためには、普及の媒介組織を

設立・活用することと併せ、当該組織の存続を確保するための利用者に対する動機の付与といっ

た様々な工夫（同組織を活用することが利用者のメリットとなるような工夫）を組み合わせるこ

とが重要なポイントであろう。

　③については、ナレッジ・マネジメントでもよくいわれることであるが、本件プロジェクトで

用いられた技術移転手法は、実践的探査技術の経験といった暗黙知を暗黙知のまま技術移転する

手法と、暗黙知を多くの関係者に普及するために形式知に変換して伝達する手法とを効果的に組

み合わせ、成功した事例といえよう。すなわち、実践的探査技術を移転するうえで、長期専門家

が長期間にわたりC/Pとともに現地踏査を行いマンツーマンで指導したことは、暗黙知を移転す

る手法として最も適切であったと考えられる。他方、総合探査技術という目に見えにくい内容

（暗黙知）を、探査マニュアル、総合解析報告書という理解できる内容（形式知）に解釈しそれ

を成果としたことは、その内容を広く普及・継承するうえで極めて有効な手段であった。また、

プロジェクトの成果を目に見える形に置き換え、その達成を目標に据えることができたことは、

C/Pに具体的な動機を付与する結果にもつながったと考えられる。プロジェクト成果の普及・継

承、更にはODAによる技術協力の説明責任の観点からも、目に見える成果物を残す努力が求め

られている。それを具体化した事例として、JICAの技術移転プロジェクトのモデルケースともい

え、合同評価報告書にも教訓として記載した。
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１ 10月 21日 日

２ 10月 22日 月

３ 10月 23日 火

４ 10月 24日 水

５ 10月 25日 木

６ 10月 26日 金

７ 10月 27日 土

８ 10月 28日 日

９ 10月 29日 月

10 10月 30日 火

11 10月 31日 水

12 11月１日 木

13 11月２日 金

14 11月３日 土

移動：（JL405）成田11:15→ 16:35パリ

移動：（AF2958）パリ9:35→ 10:30ラバト着

15:00 JICA事務所あいさつ・打合せ

16:00 プロジェクト専門家打合せ

  9:00 C/Pあいさつ・担当業務概要説明

10:00 プロジェクトサイト視察

14:30 BRPM探査局技師

評価調査概要説明・インタビュー

  9:30 専門家インタビュー

14:30 C/PグループＡ（６名）インタビュー

  9:30 専門家インタビュー

14:30 C/PグループＢ（11名）インタビュー

  9:30 ヒアリング準備ほか

15:30 C/Pグループ（７名）インタビュー

評価グリッド・評価報告書案作成

専門家・コンサルタント　評価報告書内容検討

評価グリッド・評価報告書案作成

15:00 調査団・専門家打合せ（進捗状況、今後のスケジュール）

  9:00 JICAモロッコ事務所あいさつ・打合せ

10:00 商業工業エネルギー鉱山省表敬

（商業工業エネルギー鉱山省次官、鉱山局長、地質局長）

15:00 BRPM本部表敬・調査概要説明（調査目的・今後のスケジュール等）

16:00 BRPM探査局・モロッコ側評価委員打合せ

（調査の進め方・スケジュール、追加確認事項ヒアリング）

  9:00 専門家・直属C/Pインタビュー（評価報告書・追加確認事項について）

15:30 モロッコ側評価委員打合せ（評価報告書・M/M案）

20:00 調査団主催レセプション

合同評価報告書案・M/M案作成

  9:30 日本側評価調査団内打合せ

11:00 モロッコ側評価委員打合せ（合同評価報告書案協議・修正）

16:00 モロッコ側評価委員打合せ(合同評価報告書案・M/M案取りまとめ）

  8:30 プロジェクトサイト視察（機材状況確認等）

10:00 合同評価委員会（評価結果報告）

10:30 合同調整員会（合同評価報告書案確認、残り期間の活動計画の承認）

11:30 署名式（M/M・合同評価報告書）

15:00 JICAモロッコ事務所報告

16:30 在モロッコ日本国大使館報告

20:00 夕食会（BRPM主催）

移動：（AF2959）ラバト12:30→ 16:25パリ

移動：（JL406）パリ18:05→ 13:55成田

１．調査日程

移動：（JL405）

成田12:05→ 17:25パリ

移動：（AF2958）

パリ9:35→ラバト11:30着

行　　　程
コンサルタント・通訳 団長・他団員

日 順 月 日 曜 日
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２．主要面談者

（1）モロッコ側

1） 外務協力省（Ministry of Foreign Affairs and Cooperation）

Mr. Abdellah DGHOUGHI Counselor of Foreign Affairs

2） 商業工業エネルギー鉱山省（Ministry of Industry, Trade, Energy and Mines）

Mr. Mohamed ES SADIQUI 次官（Secretary General）

Mr. Abdelhak BENNANI 鉱山局長（Director Mines）

Mr. Omar SADIQUI 地質局長（Director Geology）

Mr. Allal REQADI

3） 鉱山探査投資公社（BRPM：Bureau de Recherches et de Participations Minieres）

Ms. Amina BENKHADRA Director General, BRPM

Mr. Mohamed BEN ABDENBI Director Technique, BRPM

Mr. El Bachir BARODI Director of Exploration, BRPM

Mr. Hassan MEZNOUDI HOUARI Chief of Division of Cooperation, BRPM

Mr. Abdelllah MOUTTAQI Chief of Division of Methods and Programs, BRPM

Mr. M'hamed ANNICH Chief of Operation Division, BRPM

Ms. Bahia TIJANI JERMOUNI Chief of Laboratory Division, BRPM

（以上のほか、BRPM カウンターパート）

（2）日本側

1） 在モロッコ日本国大使館

佐藤　裕美 特命全権大使

2） JICA モロッコ事務所

濱崎　文彦 所　長

吉澤　　啓 次　長

木付　憲孝 所　員

3） プロジェクト長期専門家

小野　睦一 チーフアドバイザー

古賀　　実 業務調整員

木戸　　宏 長期専門家（鉱床探査）

南雲　義広 長期専門家（地化学探査）
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